
 

   令和７年度機構改革に伴う訓令乙の整備に関する訓令 

 

 （マイクロバス管理要綱の一部改正） 

第１条 マイクロバス管理要綱（令和４年白川町訓令乙第４号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（管理） （管理） 

第２条 マイクロバスの管理及び業務は、

白川町課設置条例（令和６年白川町条例

第２４号）第２条に定める分掌事務のう

ちマイクロバスの運行を所掌する課長

（以下「担当課長」という。）が担当す

る。 

第２条 マイクロバスの管理及び業務は、

総務課長               

                   

                   

             が担当す

る。 

（専決事項） （専決事項） 

第１０条 この要綱で、町長の権限に属す

る事項は、特別の場合を除き担当課長に

おいて専決できるものとする。 

第１０条 この要綱で、町長の権限に属す

る事項は、特別の場合を除き総務課長に

おいて専決できるものとする。 

 様式第１号を次のように改正する。 

様式第１号（第５条関係） 【別記１】 

 

 

 

 



 

【別記１】 

様式第１号（第５条関係） 

マイクロバス使用許可申請書 
  マイクロバスを次のとおり使用したいので、要綱第５条の規定により申し込みます。 

                                 

       

使用目的 

 

行 先 

 

 

乗車人員 

 

人 

使用期間 

                      午前                                 午前 

 年   月  日  午後  時  分 ～    年  月  日  午後   時   分 

行程表 

指示事項・その他 

    

    

申込み年月日 

 

   年   月   日 

入 力 者 

確 認 欄 

※ 

使用責任者 

 

                 課（局、室）    係 

 

                   氏名 

※欄は、担当課記入欄 



 

 （白川町女性職員躍進推進委員会設置要綱の一部改正） 

第２条 白川町女性職員躍進推進委員会設置要綱（平成２８年白川町訓令乙第７号）の一部を

次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（組織） （組織） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 委員会に委員長及び副委員長を置き、

委員長には白川町課設置条例（令和６年

白川町条例第２４号）第２条に定める分

掌事務のうち職員人事を所掌する課（以

下「人事担当課」という。）の課長、副

委員長には同条に定める分掌事務のうち

男女共同参画を所掌する課長をもって充

てる。 

２ 委員会に委員長及び副委員長を置き、

委員長には総務課長         

                  

                  

                、副

委員長には企画課長         

             をもって充

てる。 

３ （略） ３ （略） 

（庶務） （庶務） 

第６条 委員会の庶務は、人事担当課にお

いて処理する。 

第６条 委員会の庶務は、総務課  にお

いて処理する。 

 

 （白川町個人情報、個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する要綱の一部改正） 

第３条 白川町個人情報、個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する要綱（令和６年白川町

訓令乙第４号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（総括保護管理者） （総括保護管理者） 

第５条 総括保護責任者を補佐するため、

総括保護管理者を１人置くこととし、白

川町課設置条例（令和６年白川町条例第

２４号）第２条に定める分掌事務のうち

個人情報保護を所掌する課長をもって充

てる。 

第５条 総括保護責任者を補佐するため、

総括保護管理者を１人置くこととし、総

務課長               

                  

             をもって充

てる。 

 

 （白川町職員の自己申告に関する規程の一部改正） 

第４条 白川町職員の自己申告に関する規程（令和６年白川町訓令乙第１１号）の一部を次の

ように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（申告方法等） （申告方法等） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 自己申告書は、該当事項を簡潔明瞭に ２ 自己申告書は、該当事項を簡潔明瞭に



 

改 正 後 改 正 前 

記述し、白川町課設置条例（令和６年白

川町条例第２４号）第２条に定める分掌

事務のうち職員人事を所掌する課長（以

下「人事担当課長」という。）に提出す

るものとする。 

記述し、総務課長          

                  

                  

              に提出す

るものとする。 

３ 人事担当課長は、自己申告書の提出を

受けたときは、これを取りまとめ町長に

報告するものとする。 

３ 総務課長  は、自己申告書の提出を

受けたときは、これを取りまとめ町長に

報告するものとする。 

（申告書の保管） （申告書の保管） 

第７条 自己申告書は、人事担当課長が保

管し、これを公開してはならない。 

第７条 自己申告書は、総務課長  が保

管し、これを公開してはならない。 

 

 （白川町職員の懲戒の手続に関する規程の一部改正） 

第５条 白川町職員の懲戒の手続に関する規程（平成２７年白川町訓令乙第８号）の一部を次

のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（報告） （報告） 

第２条 各課（局・室）長（以下「所属

長」という。）は、所属の職員又は自ら

に地方公務員法（昭和２５年法律第２６

１号）第２９条第１項各号に規定する懲

戒の事由のいずれかが存在すると思われ

る場合には、遅滞なく白川町課設置条例

（令和６年白川町条例第２４号）第２条

に定める分掌事務のうち職員人事を所掌

する課（以下「人事担当課」という。）

の課長を経て副町長に報告しなければな

らない。 

第２条 各課（局・室）長（以下「所属

長」という。）は、所属の職員又は自ら

に地方公務員法（昭和２５年法律第２６

１号）第２９条第１項各号に規定する懲

戒の事由のいずれかが存在すると思われ

る場合には、遅滞なく総務課長    

                  

                  

                  

   を経て副町長に報告しなければな

らない。 

（委員長及び副委員長） （委員長及び副委員長） 

第７条 委員長は副町長の職にある者を、

副委員長は人事担当課長の職にある者を

もって充てる。 

第７条 委員長は副町長の職にある者を、

副委員長は総務課長  の職にある者を

もって充てる。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（庶務） （庶務） 

第１５条 審査会の庶務は、人事担当課に

おいて処理する。 

第１５条 審査会の庶務は、総務課  に

おいて処理する。 

 （白川町職員旧姓使用取扱要綱の一部改正） 



 

第６条 白川町職員旧姓使用取扱要綱（平成１３年白川町訓令乙第３号）の一部を次のように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（旧姓使用の届出） （旧姓使用の届出） 

第４条 職員は、第２条の規定による旧姓

の使用をしようとするときは、旧姓使用

届出書（様式第１号）を所属長を経由し

て白川町課設置条例（令和６年白川町条

例第２４号）第２条に定める分掌事務の

うち職員人事を所掌する課長（以下「人

事担当課長」という。）に提出しなけれ

ばならない。 

第４条 職員は、第２条の規定による旧姓

の使用をしようとするときは、旧姓使用

届出書（様式第１号）を所属長を経由し

て総務課長             

                  

                  

           に提出しなけれ

ばならない。 

２ 人事担当課長は、前項の届出につい

て、特に必要があると認められるとき

は、当該職員に対して、当該届出書記載

内容の確認ができるものの提出を求める

ことができる。 

２ 総務課長  は、前項の届出につい

て、特に必要があると認められるとき

は、当該職員に対して、当該届出書記載

内容の確認ができるものの提出を求める

ことができる。 

（旧姓使用の中止） （旧姓使用の中止） 

第５条 旧姓を使用している職員は、旧姓

の使用を中止しようとするときは、旧姓

使用中止届出書（様式第２号）を所属長

を経由して人事担当課長に提出しなけれ

ばならない。 

第５条 旧姓を使用している職員は、旧姓

の使用を中止しようとするときは、旧姓

使用中止届出書（様式第２号）を所属長

を経由して総務課長  に提出しなけれ

ばならない。 

２ （略） ２ （略） 

（旧姓使用職員台帳） （旧姓使用職員台帳） 

第８条 人事担当課長は、第４条から第７

条について、その内容を旧姓使用職員台

帳（様式第３号）に記載するものとす

る。 

第８条 総務課長  は、第４条から第７

条について、その内容を旧姓使用職員台

帳（様式第３号）に記載するものとす

る。 

 

（白川町職員服務規程の一部改正） 

第７条 白川町職員服務規程（令和元年白川町訓令乙第１３号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（書類の経由） （書類の経由） 

第２６条 職員がこの規程により町長に提

出する申請書等は、所属長を経由して白

川町課設置条例（令和６年白川町条例第

２４号）第２条に定める分掌事務のうち

第２６条 職員がこの規程により町長に提

出する申請書等は、所属長を経由して総

務課長               

                  



 

改 正 後 改 正 前 

職員人事を所掌する課長に送付しなけれ

ばならない。 

           に送付しなけれ

ばならない。 

 （白川町職員人事評価実施規程の一部改正） 

第８条 白川町職員人事評価実施規程（平成２７年白川町訓令乙第１１号）の一部を次のよう

に改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（評価者研修の実施） （評価者研修の実施） 

第５条 白川町課設置条例（令和６年白川

町条例第２４号）第２条に定める分掌事

務において職員人事を所掌する課（以下

「人事担当課」という。）の課長は、評

価者に対して、評価能力の向上のために

必要な研修を適宜実施するものとする。 

第５条 総務課長           

                  

                  

               は、評

価者に対して、評価能力の向上のために

必要な研修を適宜実施するものとする。 

（人事評価記録書の保管） （人事評価記録書の保管） 

第１２条 人事評価記録書は、第１０条第

３項の開示を実施した日の翌年度の４月

１日から起算して５年間人事担当課にお

いて保管するものとする。 

第１２条 人事評価記録書は、第１０条第

３項の開示を実施した日の翌年度の４月

１日から起算して５年間総務課  にお

いて保管するものとする。 

（苦情への対応） （苦情への対応） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の苦情相談で解決が図られない場

合の苦情処理は、書面による申告に基づ

き、人事担当課長が行う。 

３ 前項の苦情相談で解決が図られない場

合の苦情処理は、書面による申告に基づ

き、総務課長  が行う。 

４～７ （略） ４～７ （略） 

 別表を次のように改める。 

別表（第４条関係） 

被評価者 教育委員会以外の評価者 教育委員会の評価者 

第１次評価者 第２次評価者 第１次評価者 第２次評価者 

課長会議に出席を命じら

れた課長級職員 

副町長  副町長  

教育主幹   教育長  

園長以外の保育士   所属園長 所属課長 

総務課の職員 人事担当課長    

上記以外の職員 所属課長 人事担当課長 所属課長 教育長 



 

備考 

１ 課長会議とは、白川町庁議等設置運営規則（令和７年白川町規則第 号）第４条で規

定する会議をいう。 

２ 評価者が、被評価者をより正確に評価できると判断される者があるとき、又は休暇、

休職、停職等の事由により公正な評価を行うことができないと認められるときは、別に

評価者を指定することができる。 

 

 （白川町会計年度任用職員の人事評価実施要綱の一部改正） 

第９条 白川町会計年度任用職員の人事評価実施要綱（令和６年白川町訓令乙第６号）の一部

を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（人事評価記録書の保管） （人事評価記録書の保管） 

第１２条 人事評価記録書は、実施期間の

翌年度から３年間、白川町課設置条例

（令和６年白川町条例第２４号）第２条

に定める分掌事務のうち職員人事を所掌

する課において保管しなければならな

い。 

第１２条 人事評価記録書は、実施期間の

翌年度から３年間総務課       

                  

                  

   において保管しなければならな

い。 

 

 （白川町条件付採用職員の勤務成績評定に関する要綱の一部改正） 

第１０条 白川町条件付採用職員の勤務成績評定に関する要綱（令和６年白川町訓令乙第７

号）の一部を次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第４条関係） 

区分 教育委員会以外の職員 教育委員会に所属する職員 

１次評定者 ２次評定者 １次評定者 ２次評定者 

下記以外の職員 所属課長 人事担当課長 所属課長 教育長 

会計年度任用職員 所属係長 所属課長 所属係長・園長 所属課長 

備考 人事担当課長とは、白川町庁議等設置運営規則（令和７年白川町規則第 号）第２条に

定める分掌事務のうち職員人事を所掌する課長をいう。 

 

 （白川町職員衛生管理規程の一部改正） 

第１１条 白川町職員衛生管理規程（平成６年白川町規程第１号）の一部を次のように改正す

る。 

改 正 後 改 正 前 

（委員会の組織） （委員会の組織） 

第８条 委員会は、次の者をもつて組織す

る。 

第８条 委員会は、次の者をもつて組織す

る。 



 

改 正 後 改 正 前 

(1) 白川町課設置条例（令和６年白川町

条例第２４号）第２条に定める分掌事

務のうち職員人事を所掌する課（以下

「人事担当課」という。）の課長 

(1) 総務課長                      

                       

                            

                 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（委員長） （委員長） 

第１０条 委員会に委員長を置き、人事担

当課長をもつて充てる。 

第１０条 委員会に委員長を置き、総務課

長  をもつて充てる。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（庶務） （庶務） 

第１２条 委員会の庶務は、人事担当課に

おいて処理する。 

第１２条 委員会の庶務は、総務課  に

おいて処理する。 

 

 （白川町職員の昇格基準に関する取扱要領の一部改正） 

第１２条 白川町職員の昇格基準に関する取扱要領（令和５年白川町訓令乙第１０号）の一部

を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（昇格の意思確認） （昇格の意思確認） 

第３条 白川町課設置条例（令和６年白川

町条例第２４号）第２条に定める分掌事

務のうち職員人事を所掌する課長（以下

「人事担当課長」という。）は、退職、

昇格、降格等の人事異動により係長又は

園長に欠員が生ずると見込まれるとき

は、原則として異動日の３月前までに、

前条第１項の職員区分ごとに３級の職員

の一部を対象に昇格に係る意思の確認

（以下「昇格意思確認」という。）を行

うものとする。 

第３条 総務課長           

                  

                  

             は、退職、

昇格、降格等の人事異動により係長又は

園長に欠員が生ずると見込まれるとき

は、原則として異動日の３月前までに、

前条第１項の職員区分ごとに３級の職員

の一部を対象に昇格に係る意思の確認

（以下「昇格意思確認」という。）を行

うものとする。 

２ （略） ２ （略） 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 勤務成績が良好かつ年度末時点にお

ける年齢が基準年齢者より年少で年齢

が近い職員。この場合において、対象

とする年齢の範囲は、欠員が見込まれ

る人数に応じて人事担当課長が調整す

(2) 勤務成績が良好かつ年度末時点にお

ける年齢が基準年齢者より年少で年齢

が近い職員。この場合において、対象

とする年齢の範囲は、欠員が見込まれ

る人数に応じて総務課長  が調整す



 

改 正 後 改 正 前 

るものとする。 るものとする。 

３ 人事担当課長は、昇格意思確認をした

ときは、当該職員から昇格に関する意思

表示書（様式第１号）を提出させるとと

もに、所属長に意見を求めるものとす

る。 

３ 総務課長  は、昇格意思確認をした

ときは、当該職員から昇格に関する意思

表示書（様式第１号）を提出させるとと

もに、所属長に意見を求めるものとす

る。 

４ 人事担当課長は、職員に昇格意思確認

をする際には、給料の差額に関するこ

と、昇格を確約するものではないこと、

及び次条の規定について当該職員に説明

しなければならない。 

４ 総務課長  は、職員に昇格意思確認

をする際には、給料の差額に関するこ

と、昇格を確約するものではないこと、

及び次条の規定について当該職員に説明

しなければならない。 

（昇格の意思申出） （昇格の意思申出） 

第４条 前条第２項ただし書の規定に該当

する職員のうち、昇格する意思を有しな

いことを表示した職員は、昇格意思確認

があった年度以降になって昇格の意思を

有するに至ったとき、昇格に関する意思

表示変更申出書（様式第２号）により人

事担当課長に申し出ることができる。 

第４条 前条第２項ただし書の規定に該当

する職員のうち、昇格する意思を有しな

いことを表示した職員は、昇格意思確認

があった年度以降になって昇格の意思を

有するに至ったとき、昇格に関する意思

表示変更申出書（様式第２号）により総

務課長  に申し出ることができる。 

２ 人事担当課長は、前項の申出があった

ときは、所属長に意見を求めるものとす

る。 

２ 総務課長  は、前項の申出があった

ときは、所属長に意見を求めるものとす

る。 

 様式第１号を次のように改める。 

様式第１号（第３条関係） 【別記１】 

 様式第２号を次のように改める。 

様式第２号（第４条関係） 【別記２】 

 



 

【別記１】 

様式第１号（第３条関係） 

 

昇格に関する意思表示書 

年  月  日 

 

人事担当課長 様 

課・係（園）              

氏名（自署）              

 

私は、昇格意思確認を受け、次の事項を理解した上で意思を表示します。 

・人事担当課長による昇格意思確認は今回限りであること。 

・係長(園長)に昇格する意思があっても昇格が確約されるものではないこと。 

・現在は昇格する意思がないが、次年度以降に係長(園長)に昇格する意思を有するに至っ

た場合は、人事担当課長に自ら申し出ること。 

私は、係長(園長)に昇格する意思が あります ・ ありません   （〇を付ける） 

 

１．昇格意思がある場合は、自己評価を記入        ５段階評価（低～高：１～５） 

項 目 評 価 内 容 自己評価 

積 極 性 
担当業務を意欲的にこなし、後輩を指導し、課題に対しても前

向きに取り組んでいる。 
 

協 調 性 
同僚職員とコミュニケーションを図り協力的な関係を築き、チ

ーム力の向上に努め、上司に報告・連絡・相談を行っている。 
 

服 務 態 度 
不快に思われない身だしなみや言葉づかいに心掛け、町民や来

庁者(保護者)に誠実に対応している。 
 

責 任 感 
組織内における自らの職責・任務を理解し、業務を遂行してい

る。 
 

企 画 調 整 

事 務 改 善 

課題に対し具体的な対応策を提案し、関係者との調整に努めて

いる。事務の効率化や時間外勤務の縮減に取り組んでいる。 
 

判 断 力 

業務遂行力 

業務の優先順位等に関し適切な判断をし、期限を守り、業務を

停滞させないようにしている。 
 

 

２．昇格意思がない場合はその理由を記入 

 



 

【別記２】 

様式第２号（第４条関係） 

 

昇格に関する意思表示変更申出書 

年  月  日 

 

人事担当課長 様 

課・係（園）              

氏名（自署）              

 

私は、    年度に人事担当課長から昇格意思確認を受けた際には係長(園長)に昇格する

意思はありませんでしたが、現在はその意思があるので申し出ます。 

なお、この申出により係長(園長)への昇格が確約されるものではないことは承知しています。 

 

 

自己評価を記入                   ５段階評価（低～高：１～５） 

項 目 評 価 内 容 自己評価 

積 極 性 
担当業務を意欲的にこなし、後輩を指導し、課題に対しても前

向きに取り組んでいる。 
 

協 調 性 
同僚職員とコミュニケーションを図り協力的な関係を築き、チ

ーム力の向上に努め、上司に報告・連絡・相談を行っている。 
 

服 務 態 度 
不快に思われない身だしなみや言葉づかいに心掛け、町民や来

庁者(保護者)に誠実に対応している。 
 

責 任 感 
組織内における自らの職責・任務を理解し、業務を遂行してい

る。 
 

企 画 調 整 

事 務 改 善 

課題に対し具体的な対応策を提案し、関係者との調整に努めて

いる。事務の効率化や時間外勤務の縮減に取り組んでいる。 
 

判 断 力 

業務遂行力 

業務の優先順位等に関し適切な判断をし、期限を守り、業務を

停滞させないようにしている。 
 

 

 



 

 （白川町非常勤職員等の任用、勤務条件等に関する要綱の一部改正） 

第１３条 白川町非常勤職員等の任用、勤務条件等に関する要綱（平成２３年白川町訓令乙第

１号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（任用手続） （任用手続） 

第５条 非常勤職員等を任用しようとする

所属の課等の長（以下「所属長」とい

う。）は、非常勤職員等任用内申書（様

式第１号）に次に掲げる書類を添付し

て、任用しようとする日前７日までに、

白川町課設置条例（令和６年白川町条例

第２４号）第２条に定める分掌事務のう

ち職員人事を所掌する課長（以下「人事

担当課長」という。）を経て町長の承認

を受けなければならない。ただし、添付

すべき書類のうち、職務の特殊性その他

の事情により町長が特に認めた場合は、

これらのものの一部又は全部を省略する

ことができる。 

第５条 非常勤職員等を任用しようとする

所属の課等の長（以下「所属長」とい

う。）は、非常勤職員等任用内申書（様

式第１号）に次に掲げる書類を添付し

て、任用しようとする日前７日までに、

総務課長              

                  

                  

          を経て町長の承認

を受けなければならない。ただし、添付

すべき書類のうち、職務の特殊性その他

の事情により町長が特に認めた場合は、

これらのものの一部又は全部を省略する

ことができる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

２ 所属長は、任期が満了する場合におい

て引き続き当該非常勤職員等を任用する

必要がある場合は、非常勤職員等任期更

新内申書（様式第２号）により更新しよ

うとする日前７日までに、人事担当課長

を経て町長の承認を受けなければならな

い。 

２ 所属長は、任期が満了する場合におい

て引き続き当該非常勤職員等を任用する

必要がある場合は、非常勤職員等任期更

新内申書（様式第２号）により更新しよ

うとする日前７日までに、総務課長  

を経て町長の承認を受けなければならな

い。 

 （略） ３・４ （略） 

５ 所属長は、就業記録報告書（様式第６

号）を作成し、翌月１０日までに人事担

当課長に報告しなければならない。 

５ 所属長は、就業記録報告書（様式第６

号）を作成し、翌月１０日までに総務課

長  に報告しなければならない。 

（退職） （退職） 

第７条 非常勤職員等の任期が満了したと

きは、当該期間を更新した場合を除き、

当然退職するものとする。ただし、任期

満了予定期限までの中途において自己の

都合により退職する場合においては、書

面をもって提出させるものとし、所属長

第７条 非常勤職員等の任期が満了したと

きは、当該期間を更新した場合を除き、

当然退職するものとする。ただし、任期

満了予定期限までの中途において自己の

都合により退職する場合においては、書

面をもって提出させるものとし、所属長



 

改 正 後 改 正 前 

は退職しようとする日前７日までに非常

勤職員等退職承認書（様式第７号）によ

り人事担当課長を経て町長の承認を受け

るものとする。 

は退職しようとする日前７日までに非常

勤職員等退職承認書（様式第７号）によ

り総務課長  を経て町長の承認を受け

るものとする。 

（解雇等） （解雇等） 

第１２条 所属長は、非常勤職員等が次の

各号の一に該当するためその任期の中途

においてその者の意に反して解雇しよう

とする場合は、解雇しようとする日前３

０日までに非常勤職員等解雇承認書（様

式第９号）により人事担当課長を経て町

長の承認を受けなければならない。 

第１２条 所属長は、非常勤職員等が次の

各号の一に該当するためその任期の中途

においてその者の意に反して解雇しよう

とする場合は、解雇しようとする日前３

０日までに非常勤職員等解雇承認書（様

式第９号）により総務課長  を経て町

長の承認を受けなければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（通勤手当） （通勤手当） 

第１８条 （略） 第１８条 （略） 

２ 非常勤職員等が新たに任用された場合

及び次の各号のいずれかに該当するに至

った場合には、その通勤の実情を通勤届

（様式第１１号）により速やかに所属長

を経由して人事担当課長に届け出なけれ

ばならない。 

２ 非常勤職員等が新たに任用された場合

及び次の各号のいずれかに該当するに至

った場合には、その通勤の実情を通勤届

（様式第１１号）により速やかに所属長

を経由して総務課長  に届け出なけれ

ばならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

３ 人事担当課長は、非常勤職員等から前

項の届出があったときは、その者に支給

すべき通勤手当の額を決定し、又は改定

しなければならない。 

３ 総務課長  は、非常勤職員等から前

項の届出があったときは、その者に支給

すべき通勤手当の額を決定し、又は改定

しなければならない。 

４・５ （略）  ４・５ （略）  

 

 （白川町契約事務苦情処理委員会規程の一部改正） 

第１４条 白川町契約事務苦情処理委員会規程（平成６年白川町訓令乙第２号）の一部を次の

ように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（設置） （組織） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 



 

改 正 後 改 正 前 

３ 委員は、町監査委員、白川町課設置条

例（令和６年白川町条例第２４号）第２

条に定める分掌事務のうち契約事務を所

掌する課（以下「契約担当課」とい

う。）長及び委員長が指名する課等の長

とする。 

３ 委員は、町監査委員、総務課長、建設

環境課長、農林課長            

                           

                      

         とする。 

（委員長） （委員長） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 委員長に事故あるときは、又は欠けた

ときは契約担当課長がその職務を代理す

る。 

２ 委員長に事故あるときは、又は欠けた

ときは総務課長  がその職務を代理す

る。 

（庶務） （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、契約担当課にお

いて処理する。 

第７条 委員会の庶務は、総務課  にお

いて処理する。 

 

（白川町競争入札制度公表に関する要領の一部改正） 

第１５条 白川町競争入札制度公表に関する要領（平成１１年白川町訓令乙第５号）の一部を

次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（公表の場所） （公表の場所） 

第６条 公表は、白川町役場における白川

町課設置条例（令和６年白川町条例第２

４号）第２条に定める分掌事務のうち入

札事務を所掌する課での閲覧又は白川町

ホームページでの閲覧とする。 

第６条 公表は、白川町役場総務課   

                  

                  

         での閲覧又は白川町

ホームページでの閲覧とする。 

２ （略） ２ （略） 

 

 （白川町指名業者選定要領の一部改正） 

第１６条 白川町指名業者選定要領（平成２１年白川町訓令乙第１号）の一部を次のように改

正する。 

改 正 後 改 正 前 

（選定の方法等） （選定の方法等） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 選定の手続きは、次表の区分によって

行い、町長の決裁により決定する。ただ

し、白川町指名業者選定委員会要綱（平

成６年白川町訓令乙第２号）第１０条に

２ 選定の手続きは、次表の区分によって

行い、町長の決裁により決定する。ただ

し、白川町指名業者選定委員会要綱（平

成６年白川町訓令乙第２号）第１０条に



 

改 正 後 改 正 前 

規定する小委員会（以下「小委員会」と

いう。）選定の契約事件であっても、小

委員会が同要綱に定める白川町指名業者

選定委員会（以下「委員会」という。）

で選定することが適当と認める契約事件

は、委員会選定の契約事件として取り扱

う。 

規定する小委員会（以下「小委員会」と

いう。）選定の契約事件であっても、小

委員会が同要綱に定める白川町指名業者

選定委員会（以下「委員会」という。）

で選定することが適当と認める契約事件

は、委員会選定の契約事件として取り扱

う。 

【表】【別記１ 参照】 【表】【別記１ 参照】 

（選定（内申）調書の作成及び保管） （選定（内申）調書の作成及び保管） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 前項の調書は、入札担当課で作成し保

管するものとする。 

２ 前項の調書は、総務課  で作成し保

管するものとする。 

 

【別記１】 

改 正 後 

契約区分 契約担当課 小委員会 委員会 

・一般競争入札に付さない３，０００万円以上の工事

又は２，０００万円以上の製造その他の請負 

・７００万円以上の物件の買入れ 

・１件の事業費が５，０００万円以上の事業に係る設

計及び監理業務の請負 

― 内申 選定 

・５００万円以上であって上表に掲げる金額未満の契

約事件 
内申 選定  

  

・５００万円未満の契約事件 選定 事業担当課長の意見  

 

改 正 前 

契約区分 総務課 小委員会 委員会 

・一般競争入札に付さない３，０００万円以上の工事

又は２，０００万円以上の製造その他の請負 

・７００万円以上の物件の買入れ 

・１件の事業費が５，０００万円以上の事業に係る設

計及び監理業務の請負 

― 内申 選定 

・５００万円以上であって上表に掲げる金額未満の契

約事件 
内申 選定  

  

・５００万円未満の契約事件 選定 事業担当課長の意見  



 

 

 （白川町指名業者選定委員会要綱の一部改正） 

第１７条 白川町指名業者選定委員会要綱（平成６年白川町訓令乙第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（委員長） （委員長） 

第５条 委員長は、委員会を総括する。た

だし、委員長に事故あるとき又は欠けた

ときは、白川町課設置条例（令和６年白

川町条例第２４号）第２条に定める分掌

事務のうち入札事務を所掌する担当課

（以下「入札担当課」という。）の課長

がその職務を代理する。 

第５条 委員長は、委員会を総括する。た

だし、委員長に事故あるとき又は欠けた

ときは、総務課長          

                  

                  

                  

がその職務を代理する。 

（委員会の事務） （委員会の事務） 

第９条 委員会の庶務は、入札担当課にお

いて処理する。 

第９条 委員会の庶務は、総務課  にお

いて処理する。 

（小委員会の設置） （小委員会の設置） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 小委員会は、次の職にある者をもって

組織する。 

２ 小委員会は、次の職にある者をもって

組織する。 

(1) 副町長並びに入札担当課長、白川町

課設置条例第２条に定める分掌事務の

うち町道又は農林道の整備を所掌する

担当課長及び事業担当課長 

(1) 副町長並びに総務課長、農林課長、

建設環境課長           

                 

    及び事業担当課長 

(2) （略） (2) （略） 

３ 小委員会の長は、副町長をもって充て

る。ただし、副町長に事故あるとき又は

欠けたときは、入札担当課長がその職務

を代理する。 

３ 小委員会の長は、副町長をもって充て

る。ただし、副町長に事故あるとき又は

欠けたときは、総務課長  がその職務

を代理する。 

４ （略） ４ （略） 

 

 （入札調査委員会設置要領の一部改正） 

第１８条 入札調査委員会設置要領（平成６年白川町訓令乙第２号）の一部を次のように改正

する。 

改 正 後 改 正 前 

（構成） （構成） 

第３条 委員会は、副町長を委員長とし、 第３条 委員会は、副町長を委員長とし、



 

改 正 後 改 正 前 

次   に掲げるものをもって充てる。 次の各号に掲げるものをもってあてる。 

(1) 白川町課設置条例（令和６年白川町

条例第２４号）第２条に定める分掌事

務のうち入札事務を所掌する担当課

（以下「担当課」という。）長 

(1) 総務課長            

                 

                 

              

(2) 白川町課設置条例第２条に定める分

掌事務のうち町道又は農林道の整備を

所掌する課長 

(2) 農林課長            

                 

       

 (3) 建設環境課長 

(3) （略）  (4) （略） 

（事務局） （事務局） 

第５条 委員会の事務局は、入札担当課に

置くものとする。 

第５条 委員会の事務局は、総務課  に

置くものとする。 

 

 （白川町建設工事変更事務処理要領の一部改正） 

第１９条 白川町建設工事変更事務処理要領（平成６年白川町訓令乙第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（設計変更の基準） （設計変更の基準） 

第４条 設計変更の基準は次の各号に定め

るところによる。ただし、設計変更はや

むを得ないものに限るものとし、また明

らかに別工事と認められるものについて

は、設計変更により処理してはならな

い。 

第４条 設計変更の基準は次の各号に定め

るところによる。ただし、設計変更はや

むを得ないものに限るものとし、また明

らかに別工事と認められるものについて

は、設計変更により処理してはならな

い。 

(1)～(10) （略） (1)～(10) （略） 

(11) 上記各号に該当しない場合におい

て、特にやむを得ないもので、白川町

課設置条例（令和６年白川町条例第２

４号）第２条に定める分掌事務のうち

契約事務を所掌する課と協議のうえ変

更することが妥当であると認められる

場合 

(11) 上記各号に該当しない場合におい

て、特にやむを得ないもので、総務課

                 

                 

          と協議のうえ変

更することが妥当であると認められる

場合 

 

 （白川町建設工事事故等調査委員会設置要領の一部改正） 

第２０条 白川町建設工事事故等調査委員会設置要領（平成１２年白川町訓令乙第２２号）の

一部を次のように改正する。 



 

改 正 後 改 正 前 

（構成） （構成） 

第４条 委員会は、委員長、副委員長及び

委員をもって組織し、次の職にあるもの

をもって充てる。 

第４条 委員会は、委員長、副委員長及び

委員をもって組織し、次の職にあるもの

をもって充てる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 副委員長 白川町課設置条例（令和

６年白川町条例第２４号）第２条に定

める分掌事務のうち契約事務を所掌す

る課（以下「契約担当課」という。）

の課長 

(2) 副委員長 総務課長       

                 

                 

                 

    

(3) 委員 白川町課設置条例第２条に定

める分掌事務のうち町道又は農林道の

整備を所掌する課の課長、事故等に関

係する建設工事等を所掌する課長及び

委員長が指名する者 

(3) 委員 建設環境課長、農林課長  

                 

            事故等に関

係する建設工事等を所掌する担当課長

及び委員長が指名する者 

２ （略） ２ （略） 

（事務局） （事務局） 

第８条 委員会の事務を処理させるため契

約担当課に事務局を置く。 

第８条 委員会の事務を処理させるため、

総務課 に事務局を置く。 

 

 （白川町職員インターネット利用要領の一部改正） 

第２１条 白川町職員インターネット利用要領（平成１４年白川町訓令乙第４号）の一部を次

のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（利用できるサービス） （利用できるサービス） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ その他のサービスを利用しようとする

ときは、あらかじめ白川町課設置条例

（令和６年白川町条例第２４号）第２条

に定める分掌事務のうち行政情報基盤を

所掌する課長（以下「担当課長」とい

う。）に協議しなければならない。 

２ その他のサービスを利用しようとする

ときは、あらかじめ企画課長     

                  

                  

                  

 に協議しなければならない。 

（ユーザＩＤ及びパスワード） （ユーザＩＤ及びパスワード） 

第３条 担当課長は、システムを利用する

ためユーザＩＤ及びパスワードを職員に

付与するものとする。 

第３条 企画課長は、システムを利用する

ためユーザＩＤ及びパスワードを職員に

付与するものとする。 



 

改 正 後 改 正 前 

２ （略） ２ （略） 

（システムの管理者） （システムの管理者） 

第４条 担当課長は、システムの利用者

（以下「利用者」という。）のアクセス

履歴及び電子メールの記録を一定期間保

管するものとする。 

第４条 企画課長は、システムの利用者

（以下「利用者」という。）のアクセス

履歴及び電子メールの記録を一定期間保

管するものとする。 

２ 担当課長は、システムの適正な利用を

図るために必要と認めるときは、利用者

の同意なしにアクセス履歴及び電子メー

ルの記録を閲覧することができる。 

２ 企画課長は、システムの適正な利用を

図るために必要と認めるときは、利用者

の同意なしにアクセス履歴及び電子メー

ルの記録を閲覧することができる。 

（違反の場合の措置等） （違反の場合の措置等） 

第６条 担当課長は、利用者が前条の規定

に違反する行為をしたと認めるときは、

システムの使用停止など必要な措置をと

ることができる。 

第６条 企画課長は、利用者が前条の規定

に違反する行為をしたと認めるときは、

システムの使用停止など必要な措置をと

ることができる。 

（システムの運用停止） （システムの運用停止） 

第８条 担当課長は、システムの保守等の

ため、必要に応じシステムの運用を停止

することができる。 

第８条 企画課長は、システムの保守等の

ため、必要に応じシステムの運用を停止

することができる。 

２ 担当課長は、前項によりシステムの運

用を停止する場合は、あらかじめその旨

を利用者に通知するものとする。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでな

い。 

２ 企画課長は、前項によりシステムの運

用を停止する場合は、あらかじめその旨

を利用者に通知するものとする。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでな

い。 

(1)～(2) (略) (1)～(2) (略) 

（委任） （委任） 

第９条 この要領の実施に関し必要な事項

は、担当課長が別に定める。 

第９条 この要領の実施に関し必要な事項

は、企画課長が別に定める。 

 

 （白川町戸籍情報システムに係るデータ保護管理要綱の一部改正） 

第２２条 白川町戸籍情報システムに係るデータ保護管理要綱（平成１５年白川町訓令乙第１

号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（戸籍データ保護管理者） （戸籍データ保護管理者） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 保護管理者は、白川町課設置条例（令 ２ 保護管理者は、町民課長      



 

改 正 後 改 正 前 

和６年白川町条例第２４号）第２条に定

める分掌事務のうち戸籍事務を所掌する

課長をもって充てる。 

                  

                  

  をもって充てる。 

（端末機取扱責任者） （端末機取扱責任者） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 取扱責任者は、白川町行政組織規則

（平成３１年白川町規則第９号）第４条

に定める分掌事務のうち戸籍事務を所掌

する係（以下「担当係」という。）の係

長をもって充てる。 

２ 取扱責任者は、町民課住民係長   

                  

                  

                  

 をもって充てる。 

（会議） （会議） 

第１６条 （略） 第１６条 （略） 

２・３ (略) ２・３ (略) 

４ 会議の庶務は、担当係   において

処理する。 

４ 会議の庶務は、町民課住民係において

処理する。 

 

 （白川町認知症初期集中支援チーム設置要綱の一部改正） 

第２３条 白川町認知症初期集中支援チーム設置要綱（平成３０年白川町訓令甲第９号）の一

部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

第７条 支援チームの庶務は、白川町課設

置条例（令和６年白川町条例第２４号）

第２条に定める分掌事務のうち地域包括

支援を所掌する課において処理する。 

第７条 支援チームの庶務は、保健福祉課

                 

                 

        において処理する。 

 

 （白川町職員の職場復帰支援のための試し出勤実施要綱の一部改正） 

第２４条 白川町職員の職場復帰支援のための試し出勤実施要綱（令和５年白川町訓令乙第７

号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（実施内容） （実施内容） 

第７条 所属長は前条の規定により試し出

勤が承認されたときは、白川町課設置条

例（令和６年白川町条例第２４号）第２

条に定める分掌事務のうち職員人事を所

掌する課長（以下「人事担当課長」とい

う。）と協議の上、試し出勤実施計画書

（様式第２号）を作成するものとする。 

第７条 所属長は前条の規定により試し出

勤が承認されたときは、総務課長   

                  

                  

                  

   と協議の上、試し出勤実施計画書

（様式第２号）を作成するものとする。 



 

改 正 後 改 正 前 

２～３ （略） ２～３ （略） 

（試し出勤中の状況把握） （試し出勤中の状況把握） 

第８条 人事担当課長及び所属長は、試し

出勤の実施期間中にあっては、その実施

状況、試し出勤を実施する職員（以下

「実施職員」という。）の病状等を把握

するように努めなければならない。 

第８条 総務課長  及び所属長は、試し

出勤の実施期間中にあっては、その実施

状況、試し出勤を実施する職員（以下

「実施職員」という。）の病状等を把握

するように努めなければならない。 

（職場復帰後の支援） （職場復帰後の支援） 

第１２条 職場復帰後は、所属長による観

察及び支援のほか、人事担当課長、衛生

管理者、産業医、人事労務担当者と連携

を図り、当該職員に対する助言指導及び

業務体制等の検証を行うための面談を実

施するなど、必要な支援や措置を講じる

ものとする。 

第１２条 職場復帰後は、所属長による観

察及び支援のほか、総務課長  、衛生

管理者、産業医、人事労務担当者と連携

を図り、当該職員に対する助言指導及び

業務体制等の検証を行うための面談を実

施するなど、必要な支援や措置を講じる

ものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 様式第１号を次のように改める。 

様式第１号（第６条関係） 【別記１】 

 



 

【別記１】 
様式第１号（第６条関係） 

 

試 し 出 勤 申 請 書  
 

  年  月  日 

白川町長   様 

 

所 属  

職 名  

氏 名  

 

白川町職員の職場復帰支援のための試し出勤実施要綱第６条の規定により、下記の事項に同意

の上、試し出勤を申請します。 

記 

１．実施希望期間   年  月  日 ～    年  月  日 

２．事  由  

３．主治医の所見 別紙診断書のとおり 

４．同意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 試し出勤は、病気休暇又は休職期間中において行うものである

こと。 

(2) 試し出勤中は、休職等の期間中に支給される給与等以外は、い

かなる給与も支給されないこと。 

(3) 試し出勤中に発生した通勤及び公務中の災害については、地方

公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）に定める通勤災

害及び公務災害が適用されないこと。 

(4) 試し出勤は、必要に応じて家族と連携しながら行い、実施中、

直接連絡を取る場合があること。 

(5) 診断書の内容や病状等について、必要に応じて産業医に対して

情報提供を行うこと。 

(6) 診断書に関する費用を負担すること。 

(7) 試し出勤中に問題が生じた場合、試し出勤を中止すること。 

５．備  考  

 

決
裁
欄 

                      

□ 承 認 

□ 不承認 

          

 



 

 （白川町情報セキュリティ要綱の一部改正） 

第２５条 白川町情報セキュリティ要綱（令和３年白川町訓令乙第６号）の一部を次のように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（適用範囲） （適用範囲） 

第２条 この要綱は、次に掲げる組織(以下

「町」という。)の情報資産について適用

する。 

第２条 この要綱は、次に掲げる組織(以下

「町」という。)の情報資産について適用

する。 

(1) 町長の事務局(白川町課設置条例（令

和６年白川町条例第２４号）   第

１条に規定する課   及び会計管理

者の権限に属する会計室 

(1) 町長の事務局(白川町内部組織設置条

例（平成１７年白川町条例第８号）第

１条に規定する内部組織及び会計管理

者の権限に属する会計室 

(2)～(6) （略） (2)～(6) （略） 

 

   附 則 

 この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 


